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アジア経済法令ニュース No.22-14 

 添付法令資料 1： 韓国国家研究開発革新法（目次） 

 添付法令資料 2： 中国ファイナンス・リース会社オフサイト監督・管理規程（目次） 

 添付法令資料 3： 危険物質（B2）の流通及び管理に関する 2022 年 2 月 8 日付 

  インドネシア共和国商業大臣規則 No. 07（目次） 

 添付法令資料 4： 租税分野における電子取引を指導するベトナム財政省の通知（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2022 年 4 月 1 日（金） 

 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 不動産登記規則の一部を改正する省令（法務省令第 12 号） 

22.03.24 公布／22.04.01 施行 

2 金融庁組織令の一部を改正する政令（政令第 69 号） 

22.03.24 公布／22.03.31 施行 

3 所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法施行令の一部を改正す

る政令（政令第 71 号） 

22.03.24 公布／22.04.01 施行 

4 公益通報者保護法別表第八号の法律を定める政令の一部を改正する政令（政

令第 77 号） 

22.03.24 公布／一部を除き、22.04.01 施行 

5 医療法施行令の一部を改正する政令（政令第 79 号） 

22.03.24 公布／24.04.01 施行 

6 銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令（内閣府令第 13 号） 

22.03.24 公布／22.04.01 施行 

7 貸金業法施行規則等の一部を改正する内閣府令（内閣府令第 14 号） 

22.03.24 公布／一部を除き、同日施行 

8 デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律の施行に伴う

厚生労働省関係告示の整理に関する告示（厚生労働省告示第 92 号） 

22.03.25 公布／22.04.01 適用 

9 新型インフルエンザ予防接種による健康被害の救済に関する特別措置法施行

令の一部を改正する政令（政令第 107 号） 

22.03.25 公布／22.04.01 施行 

10 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施行規

則等の一部を改正する省令（厚生労働省令第 43 号） 

22.03.28 公布／同日施行 

11 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施行規

則の一部を改正する省令（厚生労働省令第 44 号） 

22.03.28 公布／同日施行 

 



 

 2 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 国家发展改革委、商务部关于印发《市场准入负面清单（2022 年版）》的通知 

22.03.12 公布 国家発展及び改革委員会 商務部 発改体改規[2022]397 号

／同日施行 

2 国家发展改革委等部门关于推进共建“一带一路”绿色发展的意见 

22.03.16 公布 国家発展及び改革委員会等 発改開放[2022]408 号 

3 国家发展改革委、财政部关于外观设计专利年费、单独指定费标准有关问题的

通知 

22.03.25 公布 国家発展改革委員会  財政部 発改価格[2022]465 号／

22.05.05 施行 

 

第 2-2 中国会計・税務法令 

1 国家税务总局关于进一步加大增值税期末留抵退税政策实施力度有关征管事项

的公告 

22.03.22 公布 国家税務総局公告 2022 年第 4 号／22.04.01 施行 

2 财政部、税务总局关于对增值税小规模纳税人免征增值税的公告 

22.03.24 公布 財政部 国家税務総局公告 2022 年第 15 号 

3 国家税务总局关于修订发布《个人所得税专项附加扣除操作办法（试行）》的公

告 

22.03.25 公布 国家税務総局公告 2022 年第 7 号／22.01.01 施行 

 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

1 国务院办公厅关于调整中国人民银行货币政策委员会组成人员的通知 

22.03.26 公布 国務院弁公庁 国弁函[2022]27 号 

 

第 3 ロシア 

1 個別のロシア連邦構成主体における温室効果ガスの排出制限のための試行の

実施に関する 2022 年 3 月 6 日付ロシア連邦法律 No.34-FZ 

2022 年 9 月 1 日から施行 

2 ロシア連邦刑法典及びロシア連邦刑事訴訟法典第 280 条への変更の導入に関

する 2022 年 3 月 6 日付ロシア連邦法律 No.38-FZ 

3 クレジット契約及びローン契約の条件変更の特例に関してロシア連邦中央銀

行（ロシア銀行）に関するロシア連邦法律及び個別のロシア連邦法規へ変更を

導入することに関するロシア連邦法律第 6 条及び第 7 条並びに個別のロシア連

邦法規への変更の導入に関するロシア連邦法律第 21 条への変更の導入に関す

る 2022 年 3 月 14 日付ロシア連邦法律 No.55-FZ 

（注）第 3 条第 2 項に、非友好国の再保険者等との契約を禁止する規定がある。 

公布の日から施行 

4 ロシア連邦航空法典及び個別のロシア連邦法規への変更の導入に関する

2022 年 3 月 14 日付ロシア連邦法律 No.56-FZ 
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一部を除き、公布の日から施行 

5 特別投資契約の規制に関してロシア連邦における産業政策に関するロシア連

邦法律へ変更を導入することに関するロシア連邦法律第 2 条への変更の導入に

関する 2022 年 3 月 14 日付ロシア連邦法律 No.57-FZ 

公布の日から施行 

6 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

1 建設投資活動における強制保険を定める政府の 2015 年 11 月 13 日付第

119/2015/NĐ-CP 号議定の若干の条項を修正し、又は補充する議定 

政府の 2022 年 3 月 10 日付第 20/2022/NĐ-CP 号議定／22.07.01 施行 

 

第 5 韓国 

1 基礎学力保障法施行令 

22.03.25 公布 大統領令第 32554 号／同日施行 

2 気候危機対応のための炭素中立・グリーン成長基本法施行令 

22.03.25 公布 大統領令第 32557 号／同日施行 

3 デジタル基盤の遠隔教育活性化基本法施行令 

22.03.25 公布 大統領令第 32555 号／同日施行 

4 大統領記録物管理に関する法律施行令一部改正令 

22.03.29 公布 大統領令第 32558 号／同日施行 

5 衛生用品管理法施行規則一部改正令 

22.03.30 公布 総理令第 1802 号／同日施行 

6 信用保証基金法施行令一部改正令 

22.03.31 公布 大統領令第 32559 号／同日施行 

7 地籍再調査に関する特別法施行規則一部改正令 

22.03.31 公布 国土交通部令第 42934 号／同日施行 

 

第 6 台湾 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 7 シンガポール 

1 COVID-19 (Temporary Measures) (Amendment) Act 2022 

Passed by Parliament on 11 Mar 2022 and assented to by the President 

on 25 Mar 2022 

2 Intellectual Property (Dispute Resolution) Act 2019 - Intellectual Property 

(Dispute Resolution) Act 2019 (Commencement) Notification 2022 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 25 

Mar 2022 and come into operation on 1 Apr 2022; No.S214/2022 
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3 Copyright Act 2021 - Copyright Act 2021 (Commencement) Notification 

2022 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 25 

Mar 2022 and come into operation on 1 Apr 2022; No.S215/2022 

4 Patents Act 1994 - Patents (Amendment) Rules 2022 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 25 

Mar 2022 and come into operation on 1 Apr 2022; No.S216/2022 

5 Employment of Foreign Manpower Act 1990 - Employment of Foreign 

Manpower (Work Passes) (Amendment No. 2) Regulations 2022 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 31 

Mar 2022 and come into operation on 1 Apr 2022; No.S275/2022 

6 Arbitration (International Investment Disputes) Act 1968 - Arbitration 

(International Investment Disputes) (Amendment) Rules 2022 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 31 

Mar 2022 and come into operation on 1 Apr 2022; No.S252/2022 

7 Companies Act 1967 - Companies (Amendment) Regulations 2022 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 30 

Mar 2022 and come into operation on 1 Apr 2022; No.S237/2022 

 

第 8 タイ 

1 商品又はサービスの対価の支払いの手段としてデジタル資産の使用を支持す

るという性質を有してはならないデジタル資産事業従事者のサービス提供に

おける準則、条件及び手続についての仏暦 2565 年（西暦 2022 年）の証券及び

証券市場監督委員会の告示第 Kor Thor. 5/2565 号 

22.03.18 制定／22.04.01 施行 

 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 

1 INSURANCE COMMISSION 

  CIRCULAR LETTER NO. 2022-19 

  GUIDELINES ON THE ELECTRONIC SUBMISSION OF THE ANNUAL 

STATEMENTS 

22.03.24 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

2 INTER-AGENCY TASK FORCE FOR THE MANAGEMENT OF 

EMERGING INFECTIOUS DISEASE 

  RESOLUTION NO. 165 

  RECOMMENDATIONS RELATIVE TO THE MANAGEMENT OF THE 

CORONAVIRUS DISEASE 2019 (COVID-19) SITUATION 
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22.03.24 付 

3 BANGKO SENTRAL NG PILIPINAS 

  CIRCULAR NO. 1140, S. 2022 

  GUIDELINES FOR REPORTING ISLAMIC BANKING AND FINANCE 

TRANSACTIONS/ARRANGEMENTS 

22.03.24 付／全国流通新聞において公布された日から 15 日後に施行 

 

第 11 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 12 モンゴル 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 13 カザフスタン 

1 危険廃棄物及びその他の廃棄物のカザフスタン共和国領域への持ち込み、カ

ザフスタン共和国領域からの持ち出し及びカザフスタン共和国領域における

トランジット規則の承認に関するカザフスタン共和国政府決定 

2022 年 3 月 17 日付 No.135／公布の日から 10 暦日の経過後に施行 

 

第 14 ウズベキスタン 

1 地下資源区画の利用権の許可証の発行手続きの更なる改善に係る措置に関す

るウズベキスタン共和国内閣決定 

2022 年 3 月 25 日付 No.133／同月 26 日施行 

2 原子力装置及び（又は）貯蔵施設の配置のために区画の利用に対する許可証

の発行手続きに関する規程の承認に関するウズベキスタン共和国内閣決定 

2022 年 3 月 28 日付 No.141／同月 29 日施行 

3 外国籍者及び無国籍者への医療扶助の提供手続きに関する規程の承認に関す

るウズベキスタン共和国保健相命令 

2022 年 3 月 25 日付 No.7 同月 28 日法務省登録 No.3355／同日施行 

4 コーポレートガバナンス制度の改善に関連するいくつかのウズベキスタン共

和国法令への変更及び追加の導入に関するウズベキスタン共和国法律 

2022 年 3 月 29 日付 No.ZRU-760／同月 30 日施行 

5 拷問被害者に与えられた損害の賠償手続きの改善に向けられたウズベキスタ

ン共和国民法典への変更の導入に関するウズベキスタン共和国法律 

2022 年 3 月 29 日付 No.ZRU-761／同月 30 日施行 

6 経済における国家の参加の更なる削減及び私有化の加速化に係る追加措置に

関するウズベキスタン共和国大統領決定 

2022 年 3 月 18 日付 No.168／同日施行 

7 農業用土地区画の貸付け手続きの簡略化に係る措置に関するウズベキスタン
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共和国大統領令 

2022 年 3 月 24 日付 No.UP-91／同日施行 

 

第 15 トルコ 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 16 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 17 ミャンマー 

1 投資及び対外経済関係省投資及び企業管理局告示第 50/2022 号（注：登記を

抹消される会社のリストを公示する件） 

22.03.21 制定 

 

第 18 添付法令資料 

   1 韓国国家研究開発革新法（目次） 

   2 中国ファイナンス・リース会社オフサイト監督・管理規程（目次） 

   3 危険物質（B2）の流通及び管理に関する 2022 年 2 月 8 日付インドネシア共

和国商業大臣規則 No. 07（目次） 

   4 租税分野における電子取引を指導するベトナム財政省の通知（目次） 

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 
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須永 了   弁護士：インドネシア・マレーシア・タイ法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

吉川 景司  弁護士：知的財産・韓国・モンゴル・インドネシア法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ

スク主任 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 

永井 万紀子 弁護士：インドネシア法令担当 

正木 湧士  弁護士・弁理士：日本法令担当 

萩原 亮太  弁護士：ベトナム法令担当 

山本 大介  弁護士：シンガポール法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法事務弁護士（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

リッキ・A・サボナイ  外国法事務弁護士（フィリピン共和国弁護士） 
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：フィリピン法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 

為川 千草  パラリーガル：韓国・インド法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 

 

提携先中国律師事務所 

  上海堅海律師事務所  

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 

 


